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ま え が き 

 

 東日本大震災から 3 年半が過ぎた。地震そのものの被害に加え、津波や原子力発電所の事

故による被害が甚大であり、被災地の復興は徐々に進んではいるものの、復興の長期化が余

儀なくされている。 
 震災からまもなくして、被災によって失業した人たちの雇用を創出するために、国の緊急

雇用創出事業に震災対応枠が拡充されて実施された。当該事業により、これまで岩手・宮城・

福島の被災 3 県で雇用された者の累計は約10万人に上っている。ここまで大規模な被災者雇

用支援が行われたのは世界中で類をみない。緊急雇用創出事業は震災前から実施していた失

業対策のための事業であったが、被災地の復興事業に被災者を雇用して機能させるには、事

業主体である県市町村の創意工夫が必要であっただろう。 
 被災者の労働参加を促し、被災地を支援する方法を「キャッシュ・フォー・ワーク」とい

う。「労働対価による支援」という意味で、海外の災害支援で用いられる方法として注目され

ているものである。被災地の復興事業に携わることにより、収入を得て生活できるだけでな

く、被災地域の復興を推し進め、被災者の連帯や絆を深め、心のケアにまで副次的効果があ

る。緊急雇用創出事業は、図らずも被災地では「キャッシュ・フォー･ワーク」となっている

のである。 
 本報告書は、岩手、宮城、福島の被災3県の緊急雇用創出事業について調査を実施し、そ

の活用実態から、事業の果たした役割と課題を抽出した。調査に当たっては、被災地の県市

町村や委託先事業主のご協力を仰ぎ、復興業務が山積する中、時間を割いていただいてお話

を伺った。心から感謝を申し上げたい。 
 本報告書が、被災地の復旧・復興に少しでも役に立ち、また今後必ず来るといわれている

大震災の復興の際に再び紐解いて、活かしてもらえることを願っている。 
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